
○

合計（Ｂ） 10,135,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 920,000

主な
理由

土地開発公社清算にかかる第三セクター等改革推進債の償還が始まるため。

合計（Ａ） 9,215,000

市債元金償還金
10,135,000

合計

償還金利子及
び割引料

市債元金償還金
9,215,000

償還金利子及
び割引料

区分（節） 内容 金額

577,000 0.05

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

9,558,415 任期付 0.00

再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 10,135,000 415 10,135,415 0 0

正規 0.00

25当初予算 9,215,000 415 9,215,415 0 0 0 9,215,415

地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 9,795,44724決算 9,795,027 420 9,795,447 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①市債の元金を償還する。

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市債の償還元金

意図（どういう状態にしたいのか）
約定どおり適正に償還する。

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

不明

目 元金
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 長期債元金償還金

施策分野
6 行政経営分野

連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度

継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-017

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
長期債元金償還金

新規/継続

財務部財政課



7

○

合計（Ａ） 10,798 合計（Ｂ） 10,377

予算増減
(Ｂ)-(Ａ)

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

災害援護資金償還金

内容

-421
主な
理由 償還額が前年を下回ると予測されるため

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容

10,798

26当初予算 10,377 3,030 13,407

金額

償還金利子及
び割引料

災害援護資金償還金
10,377

金額

償還金利子及
び割引料

合計 1.100 0 9,490 3,917 任期付 0.00

その他 1.000 0 10,438 3,39025当初予算 10,798 3,030 13,828

正規 0.103,440

再任用 0.00

24決算 15,076 3,440 18,516 0 0

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

15,076

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

災害援護資金の償還金を半期毎に県へ償還する。

　　　　当初貸付額　　3,384,000,000円

　　　　　＜県への償還額＞
　
　　　　　　平成23年度　　　　　　　　　17,528,222円
         　 平成24年度　　　　　　　　　15,075,974円
　　　　　　平成25年度　　　　　　　　　14,399,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県南部地震の被災者に市から貸付を行った災害援護資金の財源である県からの借入金

意図（どういう状態にしたいのか）
県へ全額償還

個別計画 委託 指定管理

災害弔慰金の支給等に関する法律、明石市災
害弔慰金の支給に関する条例

事業 災害援護資金貸付金償還金

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進

関
連
予
算
科
目

項 公債費 自治/法定

款 公債費 連絡先

会計 一般会計 事業所管課

0135001000-015

自治事務 開始年度 平成 年度

連絡先 (078)918-5025

目 元金
根拠法令
・要綱等

事務事業名
災害援護資金貸付金償還金

予算所管課 福祉部福祉総務課

平成26年度 予算事業説明シート
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号



49

○

合計（Ａ） 3,021 合計（Ｂ） 327

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,694

主な
理由 長期債償還額の減による。

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

長期債償還金元金
3272

5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

長期債償還金元金
3,021

0 0 15,335 0.01合計-14,925 任期付 0.00

償還金利子及
び割引料

26当初予算 327 83 410

再任用 0.0016,714 -13,610 その他 0.00

正規 0.00

25当初予算 3,021 83 3,104 0 0

その他特定財源 一般財源

0 0 23,874 -11,96124決算 11,829 84 11,913 0.01 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
貸付金の原資である起債

意図（どういう状態にしたいのか）
借入先（簡易保険局）に償還していく。

個別計画 委託 指定管理

明石市事業公債条例事業 住宅資金貸付金元金償還金

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

一般会計 事業所管課

公債費 連絡先

目 元金
根拠法令
・要綱等

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
住宅資金貸付金元金償還金

新規/継続 継続事業

関
連
予
算
科
目

会計

連絡先 (078)918-5024

事務事業の総点
検の整理番号 0125002000-006

予算所管課 コミュニティ推進部人権推進課

25年度 26年度
活動名

活動内容
（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

24年度

長期債の償還 　住宅資金貸付金に対する長期債の償還（元金相当額） 11,829千円を償
還

3,021千円を償
還

327千円を償還



22

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 61,796 合計（Ｂ） 61,796

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

都市開発資金貸付金の償還
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

都市開発資金貸付金の償還
61,79661,796

任期付 0.0026当初予算 61,796 830 62,626 合計 0.100 0 61,796 830

その他 0.000 0 61,796 83025当初予算 61,796 830 62,626

正規 0.1062,636

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 61,796 840 62,636 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

再開発ビル（アスピア明石）の保留床を取得する資金として、明石地域振興開発㈱に対し、市から無利子で貸し付けた貸付金について、同
社より市へ償還を受けた金額の半額を、国に返済する。

●同社から市への償還金額
平成22年度　33,430千円（うち、市から国への償還16,715千円）
平成23年度　95,146千円（うち、市から国への償還47,573千円）
平成24年度～平成36年度　123,592千円（うち、市から国への償還61,796千円）
平成37年度　90,262千円（うち、市から国への償還45,131千円）
平成38年度　28,466千円（うち、市から国への償還14,233千円）

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市が、明石地域振興開発㈱から返済を受けた、再開発ビル（アスピア明石）の保留床取得資金として国及び市が同社へ無利
子で貸し付けた貸付金について

意図（どういう状態にしたいのか）
市は、同社からの償還を受けた貸付金の半額を国へ返済する。

個別計画 委託 指定管理

款 公債費 連絡先

都市開発資金の貸付けに関する法律事業 都市開発資金貸付金償還金

施策分野
3 産業・観光分野

3-1 商工業の振興

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 公債費 自治/法定

目 元金

都市開発資金貸付金償還金
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0150001000-014

予算所管課 産業振興部商工労政課
連絡先 (078)918-5098

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



○

合計（Ｂ） 1,509,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -6,000

主な
理由 長期債利子の減のため。

合計（Ａ） 1,515,000

長期債利子
1,509,000

合計

償還金利子及
び割引料

長期債利子
1,515,000

償還金利子及
び割引料

区分（節） 内容 金額

0 0.05

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

1,509,415 任期付 0.00

再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 1,509,000 415 1,509,415 0 0

正規 0.00

25当初予算 1,515,000 415 1,515,415 0 0 0 1,515,415

地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 1,490,86724決算 1,490,447 420 1,490,867 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①市債の利子を約定どおり支払う。

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市債の利子

意図（どういう状態にしたいのか）
約定どおり適正に支払う。

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

不明

目 利子
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 長期債利子

施策分野
6 行政経営分野

連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度

継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-018

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
長期債利子

新規/継続

財務部財政課



○

合計（Ｂ） 44,500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 14,000

主な
理由 起債前借利子及び一時借入金利子の増のため。

合計（Ａ） 30,500

起債前借利子及び一時借入金
利子 44,500

合計

償還金利子及
び割引料

起債前借利子及び一時借入金
利子 30,500

償還金利子及
び割引料

区分（節） 内容 金額

0 0.05

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

44,915 任期付 0.00

再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 44,500 415 44,915 0 0

正規 0.00

25当初予算 30,500 415 30,915 0 0 0 30,915

地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 12,60724決算 12,187 420 12,607 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①起債前借利子を約定どおり支払う。
②一時借入金利子について、適正な支払いを実施する。
　※市中銀行からの借入れは平成10年度以来行っておらず、基金からの繰替運用で対応している。

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
起債前借利子及び一時借入金利子

意図（どういう状態にしたいのか）
約定どおり適正な支払いを実施する。

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

不明

目 利子
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 起債前借及び一時借入金利子

施策分野
6 行政経営分野

連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度

継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-019

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
起債前借及び一時借入金利子

新規/継続

財務部財政課



49

○

合計（Ａ） 171 合計（Ｂ） 58

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -113

主な
理由 長期債償還額の減による。

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

長期債利子
582

5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

長期債利子
171

0 0 2,099 0.01合計-1,958 任期付 0.00

償還金利子及
び割引料

26当初予算 58 83 141

再任用 0.002,244 -1,990 その他 0.00

正規 0.00

25当初予算 171 83 254 0 0

その他特定財源 一般財源

0 0 4,720 -3,91624決算 720 84 804 0.01 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
貸付金の原資である起債

意図（どういう状態にしたいのか）
借入先（簡易保険局）に償還していく。

個別計画 委託 指定管理

明石市事業公債条例事業 住宅資金貸付金利子

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

一般会計 事業所管課

公債費 連絡先

目 利子
根拠法令
・要綱等

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
住宅資金貸付金利子

新規/継続 継続事業

関
連
予
算
科
目

会計

連絡先 (078)918-5024

事務事業の総点
検の整理番号 0125002000-007

予算所管課 コミュニティ推進部人権推進課

25年度 26年度
活動名

活動内容
（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

24年度

長期債の償還 　住宅資金貸付金に対する長期債の償還（利子相当額） 720千円を償還 171千円を償還 58千円を償還



17

○

財務部財政課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
振替債元利支払手数料

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-020

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 公債諸費
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 振替債元利支払手数料

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
振替債の元利金支払いに要する手数料

意図（どういう状態にしたいのか）
約定どおり適正に支払う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①振替債の元利金支払いに要する手数料を支払う。

24決算 2 420 422 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 422 正規 0.00

25当初予算 10 415 425 0 0 0 425 再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 2 415 417 0 0 0 0.05

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

417 任期付 0.00 合計

役務費
振替債の元利金支払いに要す
る手数料 10 役務費

区分（節） 内容 金額

振替債の元利金支払いに要す
る手数料 2

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -8

主な
理由 手数料所要額の減のため。

合計（Ａ） 10 合計（Ｂ） 2


